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 １　歳入･歳出決算の構成

 歳入　　236億9,287万9千円

 歳出　　229億5,260万4千円

 歳入歳出差引額　　7億4,027万5千円

○歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は、前年度と比べ9,224万3
千円減少し、5億886万8千円となりました。
　また実質単年度収支は、実質収支の減少に加え、財政調整基金を8億3,000万円取り崩したた
め、9億2,060万6千円の赤字となりました。

○衛生費は、ごみ中継施設整備や旧環境セ
ンター解体などにより、前年度と比べ4億2,846
万円増加しました。

　令和5年度の普通会計決算については、歳入総額は236億9,287万9千円となり、前年度と比べ10億

4,026万1千円（4.6％）の増となりました。歳出総額は229億5,260万4千円となり、前年度と比べ12億

1,445万8千円（5.6％）の増となりました。

○民生費は、住民税非課税世帯等への給付
金経費の増加などにより、前年度と比べ1億
6,015万9千円増加しました。

○地方交付税は、普通交付税が1億6,158万3
千円減少するなど、前年度と比べ1億5,913万3
千円減少しました。

○地方税は法人市民税の増加などにより、前
年度と比べ1億3,237万2千円増加しました。

○国庫支出金は、新型コロナウイルスワクチン
住民接種経費の減少などに伴い、前年度と比
べ4,999万1千円減少しました。

○地方債は、ごみ中継施設整備や旧環境セ
ンター解体など投資事業の増加により、6億
8,510万円増加しました。

○土木費は、前年度に実施したこどもの国公
園整備事業の皆減などにより、前年度と比べ
7,260万1千円減少しました。

○教育費は、市立学校特別教室等空調整備
や上下運動公園人工芝整備経費の増加など
により、前年度と比べ4億7,161万9千円増加し
ました。

地方交付税

6,790,103

28.7%

地方税

5,147,733

21.7%

国庫支出金

3,887,372

16.4%

地方債

2,004,600

8.5%

県支出金

1,562,197

6.6%

地方消費

税交付金

956,657

4.0%

繰入金

847,655

3.6%

諸収入

671,833

2.8% 繰越金

604,472

2.6%

分担金・負担金

272,624

1.2%

使用料及び手数料

269,824

1.1%

寄附金外

677,809

2.8%

（単位：千円）

民生費

7,714,926 

33.6%

衛生費

2,972,181 

12.9%

土木費

2,667,652

11.6%

公債費

2,339,129 

10.2%

教育費

2,202,996 

9.6%

総務費

2,148,666 

9.4%

商工費

860,555 

3.7%

消防費

742,357 

3.2%

農林水産業費

541,724 

2.4%

諸支出金

381,093 

1.7%
議会費

203,854 

0.9%
災害復旧費

128,451 

0.6%

労働費

49,020 

0.2%

（単位：千円）

- 3 -



  ２　歳入歳出決算額の推移 　

 歳入

 歳出

○投資的経費は事業の実施に伴い変動していますが、今年度はごみ中継施設整備事業や市立
学校特別教室等空調整備事業など普通建設事業費の増加により、前年度と比べ8億7,752万9千
円増加しました。

　　　　　※依存財源：主に地方交付税、国庫支出金、県支出金、地方債など
　　　　　※自主財源：主に地方税、分担金・負担金、使用料及び手数料など

○自主財源は横ばいで推移しています。今年度は地方税や繰入金の増加により、前年度と比べ
5億437万2千円増加しました。

○依存財源は事業の実施に伴い変動していますが、今年度は投資的経費の増加に伴い地方債
が増加したことなどにより、前年度と比べ5億3,588万9千円増加しました。

○義務的経費は近年は横ばいで推移していますが、今年度は住民税非課税世帯等への給付金
の増加などによる扶助費の増加により、前年度と比べ1,366万3千円増加しました。
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 ３　歳出性質別構成と義務的経費の推移

 歳出性質別

 義務的経費の推移

　○扶助費は、住民税非課税世帯等への給付金の増加などにより増加しています。人件費は、会計年度
　　任用職員制度に伴い増加した令和2年度以降横ばいです。公債費については、近年減少傾向です。

○扶助費は、住民税非課税世帯等への
給付金の増加などにより、前年度と比べ
2億3,978万8千円増加しました。

○普通建設事業費は、ごみ中継施設整
備事業や市立学校特別教室等空調整
備事業などにより、前年度と比べ10億
9,141万6千円増加しました。

○補助費等は、府中市病院機構運営
費特別交付金の交付などにより、前年
度と比べ6,893万1千円増加しました。

○公債費は、合併特例債の償還額が減
少したことなどにより、前年度と比べ2億
4,908万円減少しました。

義務的経費

10,175,184

44.3%

投資的経費

3,381,318

14.7%

その他

9,396,102

41.0%

扶助費

4,419,414

19.2%

人件費

3,416,641

14.9%

公債費

2,339,129

10.2%普通建設事業費

3,252,867

14.1%

災害復旧事業費

128,451

0.6%

補助費等

3,171,333

13.8%

物件費

3,158,812

13.8%

繰出金

1,923,698

8.4%

積立金

438,874

1.9%

投資及び出資金・貸付金

434,447

1.9%

維持補修費

268,938

1.2%

（単位：千円）
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 ４　地方債発行額と償還額の推移

（単位：百万円・％）

        年度
 区分

2,012 3,390 2,243 1,938 1,736 1,940 2,557 3,241 1,320 2,005

対前年度伸率 17.3 68.5 △ 33.8 △ 13.6 △ 10.4 11.8 31.8 26.8 △ 59.3 51.9

1,198 2,587 1,608 1,277 1,108 1,418 2,049 2,593 1,143 1,928

対前年度伸率 62.1 115.9 △ 37.8 △ 20.6 △ 13.3 28.0 44.5 26.5 △ 55.9 68.8

2,490 2,471 2,425 2,384 2,332 2,404 2,501 2,485 2,520 2,277

うち繰上償還 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0

対前年度伸率 △ 1.4 △ 0.7 △ 1.9 △ 1.7 △ 2.2 3.1 4.0 △ 0.7 1.4 △ 9.7

311 278 242 208 173 142 110 81 68 62

対前年度伸率 △ 9.5 △ 10.7 △ 13.1 △ 14.0 △ 16.6 △ 17.8 △ 23.0 △ 25.9 △ 16.6 △ 8.3

利 子 額  Ｃ

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５

　臨時財政対策債
　を除く発行額　Ａ´

 元金償還額 Ｂ

○地方債の発行額は前年度と比べ6億8,510万円増加し、20億460万円となりました。

　 また、臨時財政対策債を除いた発行額は、前年度と比べ7億8,550万円増加し、19億2,800万円とな
 りました。

○元金償還額は前年度と比べ2億4,344万円減少し、22億7,702万2千円となりました。

○結果として、地方債発行額よりも償還元金が上回ったため、地方債残高が減少しました。

発 行 額  Ａ
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 ５　各会計別地方債現在高と交付税措置分・市負担分の推移

（単位：百万円）

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５

24,018 24,936 24,754 24,308 23,712 23,248 23,303 24,059 22,858 22,585 

うち臨時財政対策債 8,420 8,759 8,874 8,945 8,929 8,760 8,532 8,402 7,779 7,091 

うち合併特例債 6,582 5,935 5,246 4,522 3,773 3,024 2,274 1,642 1,087 713 

うち過疎対策事業債 976 3,243 4,496 5,412 6,023 6,923 8,309 10,154 10,440 11,200 

13,710 15,184 15,693 15,898 15,786 15,723 15,940 16,659 15,848 15,430 

10,308 9,752 9,061 8,410 7,926 7,525 7,363 7,400 7,010 7,155 

1,734 2,442 2,385 2,227 2,008 2,031 1,699 1,395 1,251 1,097 

2,379 2,658 2,800 2,709 2,692 2,635 2,559 2,496 2,494 

8,458 8,207 7,928 7,630 7,269 7,018 6,614 6,450 6,042 5,960 

509 441 374 338 275 203 124 79 52 84 

13,080 13,748 13,487 12,904 12,244 11,887 10,996 10,420 9,839 7,141 

1,508 1,187 1,031 890 749 603 523 363 222 - 

38,606 39,871 39,272 38,102 36,705 35,738 34,822 34,842 32,919 29,726 

　（注1）交付税措置分として、臨時財政対策債の全額及び合併特例債・過疎対策事業債の７割の合計額を抽出

　（注2）水道事業会計について、令和5年度から広島県水道広域連合企業団へ移行

　（注3）下水道事業会計について、令和元年度までは公共下水道事業特別会計の数値。令和2年度から地方公営

　　企業法適用に伴い、下水道事業会計へ移行

公営事業会計合計

土地開発公社

総合計

市負担分

病院事業債管理特別会計
（府中市病院機構分）

水道事業会計（注2）

病院事業会計

下水道事業会計（注3）

○普通会計の地方債現在高は、過疎対策事業債の現在高が7億6,001万9千円増加したものの、合併
特例債などが減少したことにより、前年度に比べ2億7,242万1千円減少し、225億8,544万3千円となり
ました。
　また、市の負担分については地方債残高のおよそ32％となりました。
○全体の地方債現在高は、普通会計や公営企業会計、土地開発公社の減少により、前年度に比べ
およそ31億9,300万円の減少となりました。

会計別地方債現在高

普通会計

交付税措置分（注1）
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 ６　主要指標の推移

H26 20,781,140 20,065,791 715,349 436,781 9,142,878 4,261,727
10,903,125
（11,806,998）

0.48

H27 23,176,556 22,379,760 796,796 569,317 9,595,062 4,474,318
11,183,832
（11,986,446）

0.48

H28 20,578,508 19,963,811 614,697 468,650 9,743,340 4,607,514
11,222,847
（11,857,593）

0.47

H29 20,252,866 19,507,297 745,569 618,454 9,634,489 4,560,865
11,034,153
(11,694,473)

0.47

H30 21,000,219 19,529,370 1,470,849 704,062 9,649,465 4,635,195
11,042,786
(11,671,170)

0.47

R01 21,928,476 20,531,600 1,396,876 808,838 9,830,789 4,539,916
11,090,015
(11,612,186)

0.47

R02 27,604,150 26,798,678 805,472 410,277 10,143,653 4,700,418
11,382,045
(11,889,896)

0.47

R03 25,624,265 24,567,982 1,056,283 785,646 10,524,863 4,469,448
11,783,152
(12,431,134)

0.45

R04 22,652,618 21,738,146 914,472 601,111 10,596,968 4,563,818
11,777,427
(11,954,451)

0.44

R05 23,692,879 22,952,604 740,275 508,868 10,563,004 4,691,438
11,781,065
(11,857,741)

0.43

　　　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「－」を記載して
　　いる。

（注）標準財政規模の（　）書き数値は、実質収支比率及び健全化判断比率の算出に用いる標準財政規模として、
　　臨時財政対策債発行可能額を含む額である。

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

実質収支
基準財政
需要額

基準財政
収入額

標準財政
規模

財政力
指数

　　　区分

年度
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（単位:千円,％）

うち
財政調整基金

3.7 － － 12.0 110.7 93.6 2,572,191 2,434,966 24,017,619

4.7 － － 11.1 91.2 91.1 3,342,263 3,246,288 24,936,080

4.0 － － 10.0 86.5 93.9 3,876,707 3,780,288 24,754,486

5.3 － － 9.6 72.2 94.0 4,400,994 4,048,545 24,308,215

6.0 － － 9.2 69.2 96.0 3,622,642 3,163,520 23,712,091

7.0 － － 9.3 74.1 97.7 2,975,458 2,726,915 23,247,991

3.5 － － 9.6 73.1 97.9 3,043,976 2,639,168 23,303,230

6.3 － － 9.7 66.0 90.6 3,318,200 2,720,625 24,058,824

5.0 － － 9.2 51.8 96.5 3,125,793 2,521,684 22,857,864

4.3 － － 8.0 47.4 96.1 3,034,387 2,003,322 22,585,443

地方債
現在高

実質収支
比率

経常収支
比率

実　質
公債費
比　率

連結実質
赤字比率

将来負担
比率

実質赤字
比率

積立金現在高
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７ 市税等の債権管理状況 

 

 

 

 

 

 

◆税及び後期高齢者医療保険料の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇市税等収入状況（現年度及び滞納繰越分の合計） 

税 目 Ｒ４年度収納率 Ｒ５年度収納率 収納率前年度比 

市民税 ９７．３０％ ９８．０３％ ０．７３％ 

固定・都計税 ９６．５３％ ９７．８７％ １．３３％ 

軽自動車税 ９７．９２％ ９８．０９％ ０．１８％ 

国民健康保険税 ８９．３２％ ９０．７４％ １．４２％ 

後期高齢者医療保険料 ９９．６９％ ９９．６０％ ▲０．１０％ 

 

〇未納市税等の推移                       

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

・府中市が所管する全ての債権について、負担能力がありながら納付に誠意のない滞納

者に対しては、法律に基づき厳正に対処する。

・債権回収を通じて生活の困窮が明らかになった債務者については、本人に寄り添い、生

活再建に向けた支援を同時に行っていく。

   単位（円） 

税 目 H３０ R1 R2 

市民税 92,293,891 86,129,550 92,002,049 

固定・都計税 158,748,792 154,025,231 170,484,329 

軽自動車税 5,828,543 4,961,463 4,263,333 

国民健康保険税 132,925,894 114,158,781 93,741,667 

後期高齢者医療保険料 1,731,044 2,613,725 2,569,272 

合 計 391,528,164 361,888,750 363,060,650 

 

収納率向上に向けた取組として、毎月の「調定収納状況及び収納率の報告」にお

いて、回収が滞っている債権については、問題点など早期に把握する中で、回収方針

等を明確にし、遅滞なく回収業務を遂行し、目標収納率が達成できるよう取り組んだこ

とや、広島県内でも稀有な取組である、滞納者から差押えた財産の公売や、徴収強化

月間を設定しての（８月、10 月、12 月）債権確保行動の実施などの取組の成果によ

り、おおむね前年度収納率を上回った。 

   単位（円） 

税 目 R3 R4 R５ 

市民税 58,707,002 51,851,327 43,417,027 

固定・都計税 91,929,787 80,112,127 56,440,809 

軽自動車税 3,389,421 2,926,004 3,081,926 

国民健康保険税 73,309,748 67,119,432 61,918,840 

後期高齢者医療保険料 1,908,603 1,655,332 2,241,787 

合 計 229,244,561 203,664,222 167,100,389 
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◆債権の一元管理導入による税外債権の収入状況 

 

 

 

 

 

 

〇主な税外債権の収入状況 

科 目 R4 収納率 R4 未納額（円） R5 収納率 R5 未納額（円） 収 納 率 前

年度比 

介護保険料 98.97％ 10,672,478 99.24％ 7,765,693 0.27％ 

保育料（市立分） 95.33％ 800,400 96.26％ 602,742 0.93％ 

保育料（私立分） 98.51％ 918,960 98.57％ 853,440 0.06％ 

児童扶養手当返還金 0.54％ 4,629,030 0.73％ 4,094,030 0.19％ 

学校給食費負担金 97.91％ 2,881,980 97.86％ 2,967,500 ▲0.05％ 

府中市修学奨学金 55.20％ 9,649,050 52.92％ 9,934,550 ▲2.28％ 

住宅使用料 81.49％ 10,328,100 80.72％ 10,489,300 ▲0.77％ 

 

〇Ｒ５年度債権移管状況 

 
 

◆債権確保行動の実施状況 

 

（概要） 

 市の全債権を対象に、各債権所管課が抽出した回収困難な債権について、債権管理対

策室が同行して回収に当たる取組 

 

 

所管課 科目 移管件数 移管額（円） 納付額（円）
執行停止・徴収
停止額（円）

時効援用によ
る不納欠損額

（円）
収納率

介護保険課 介護保険料 44 8,231,390 3,204,429 1,613,442 38.93%

子育て応援課 保育料 6 1,224,360 576,318 204,400 47.07%

子育て応援課
児童扶養手当返
還金

1 43,050 0 0 0.00%

子育て応援課
ひとり親家庭等
医療費返還金

1 3,182 0 0 0.00%

下水道課
下水道使用料・受
益者負担金 2 847,619 141,177 0 16.66%

教育政策課
学校給食費負
担金

7 1,325,430 180,850 57,655 13.64%

学校教育課
府中市修学奨
学金

8 5,330,000 348,400 0 6.54%

都市デザイン課 住宅使用料 10 3,044,200 63,900 611,600 2.10%

79 20,049,231 4,515,074 1,817,842 669,255 22.52%合　　計

徴収困難な債権について各所管課から徴収業務を税務課債権管理対策室に移管

し、専門の職員が訴訟手続、財産の差押、公売、交付要求などを行う、「債権の一元管

理」をＲ５年度から導入し、７９件の移管を行って、回収に取り組んだ。 
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（単位：円） 

実施日 ８月２７日（日） １０月２１日（土） １２月１６日（土） 

合 計 実施時間 8：30～17:15 8：30～12:00 8：30～13:00 

対象 税 介護保険料 上水・下水道 税 

件数 95 件 19 件 14 件 49 件 177 件 

当日徴収 628,500 57,500 22,904 173,200 882,104 

後日納付 740,553 0 30,246 539,600 1,310,399 

※後日納付は確保行動後１週間以内に納付された額 

 

◆生活再建型債権管理の実施状況 

 

 〇ファイナンシャルプランナーによる相談会 

（概要） 

 収入減少や多重債務等が原因で、借入金の返済や税金等の支払に困っている住民とフ

ァイナンシャルプランナー（ＦＰ）が直接話し合いをして、生活状況に応じた最適で具体的な

生活改善計画を提案し、生活を立て直すことで納税につなげていく取組 

（R５年度実績） 

 実施回数：１１回（毎月１回土曜日）１０：００～１５：００ 

 相 談 者：４４名 

 

 〇生活あんしんサポートガイド 

（概要） 

 インターネット上で生活状況などの質問に答えていくと、その人が受けられる可能性がある

給付制度や支援制度を知ることができるシステムを活用して、支援が必要な対象者を把握

し、関係各課が連携して適切な支援などを行う取組 

（R５年度実績）  

 

 

 〇弁護士相談会 

（概要） 

 滞納者で、多重債務などにより生活が困窮している者について、弁護士及び社会福祉協

議会と連携して支援などを実施する取組 

（R５年度実績） 

・開催日時：令和６年３月２４日（日）１１：００～１５：００ 

・相談者：６名 

R5年4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ R6年1⽉ 2⽉ 3⽉ 累計・平均

ガイドスタート画⾯ 183⼈ 85⼈ 97⼈ 42⼈ 69⼈ 60⼈ 45⼈ 49⼈ 39⼈ 44⼈ 34⼈ 33⼈ 780⼈

結果表⽰画⾯ 46⼈ 48⼈ 51⼈ 37⼈ 11⼈ 13⼈ 206⼈

詳細表⽰画⾯ 10⼈ 13⼈ 13⼈ 1⼈ 5⼈ 42⼈

ガイドスタート画⾯ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

結果表⽰画⾯ 25.1% 56.5% 52.6% 53.6% 32.4% 39.4% 43.2%

詳細表⽰画⾯ 5.5% 15.3% 13.4% 2.9% 15.2% 10.4%

利⽤者数
(⼈)

遷移率
(%)
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８ 目的税の使いみち 

  

目的税は、その収入を特定の事業に充てるために、その経費の支出と何らかの関係を有す

る者にその負担を求める税金であり、税負担者に対する説明責任を果たす観点から、その使

途について公表しています。 

 本市の目的税には、都市計画税と入湯税があります。 

 

 ○都市計画税（決算額 361,063 千円）

  

 

 

○入湯税（決算額 42 千円）

  

 

 

 

一般財源額
うち都市計画税

充当額
充当事業

都市計画
下水路

170,646 80,650 ○下水道事業会計への繰出金（一般管理費）

街路事業 30,239 14,291 ○目崎出口線・栗柄広谷線（南北道）

72 34 ○雨水対策

147,672 69,792

○街路改良事業償還金
　（府中駅元町線、府中お祭り通り、目崎出口線ほか）
○公園整備事業償還金
　（桜が丘公園、篠根街区公園、鵜飼児童公園ほか）

415,340 196,296 ○下水道整備事業償還金

763,969 361,063

当該年度
事業費

都市計画
事業費

公債費等

区分

公営企業における
都市計画事業繰出

都市計画事業関連の
地方債償還額

公営企業における都市計画
関連の地方債償還額繰出

合計

一般財源額
うち入湯税

充当額
充当事業

20,095 42 ○矢野温泉公園四季の里施設管理事業

20,095 42

区分

観光振興施設

合計

都市計画区域のうち市街化区域内の土地と家屋を対象に課税しているもので、街路や公

園、下水道などの都市計画関連事業に充てられます。 

（千円） 

（千円） 

鉱泉浴場の入湯客に一人１日につき 20 円（宿泊を伴う場合は 150 円）を負担していた

だいているもので、周辺の観光振興施設の維持管理に充てられます。 
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